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おわりに
はじめに
　1990年代の日本の自動車産業では経済のグローバル化，規制強化・緩和，経済成長の停滞など，
様々な経営環境の変化のなかで，情報化の進展による企業内・企業間の新しい動きが見られ始めた1）。
このような経営環境の変化は，極めて激しい企業間の競争を呼び起こし，競争力強化の次元で競争の
単位自体が単一企業またはグループからブラソドを中心とする企業間ネッbワークの形態にシフトす
る原因となった2）。
　特に，通信技術の発展と情報技術のさらなる発展は，情報システムをツールとした企業戦略に大き
なインパクトを及ぼし，企業間関係の態様を変化させたと考えられる。本稿はこれらの点に注目し，
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情報化の進展が日本の自動車産業の企業間関係に及ぼした影響を，具体的な例を取り上げて検討する。
第1章日本の自動車産業と情報化の進展
　企業システムは，絶えず変動する経営環境のなかで自己の存在を維持し発展させていくため，常に
戦略的対応に迫られる。このように外部からの衝撃によって生じる経営環境の変化に対応するため，
従来の企業システムの体系を問い直し再編成していく新たな試みを「自己組織化」という3）。企業シ
ステムが環境からの外的変動要因に対して受動的に適応する側面（自己保存・制御システム）のみな
らず，自らが情報を創造し，また外部主体と何らかの関係を形成することを通して環境に積極的に働
きかけていく側面（自己組織化システム）という，両サイドから考慮すべきだと谷本寛治（1993）
は主張する4）。
　1980年代後半以降，日本の自動車産業での企業間関係は，図表1－1に示すように，経済のグロー
バル化，規制強化・緩和，経済成長の停滞など，経営環境に影響を及ぼす様々な要因により，その態
様が変化してきた。これらの要因はまた，各企業別の経営環境への対応能力と戦略選択をも介して，
企業間関係の変化をもたらしたが，特に情報化の進展に関連して大きく二つの方向，つまり硬い連結
（tight　coupling）と緩やかな連結（100se　coupling）の方向への企業間関係の変化を促進したと考え
図表1－1　1980年代後半以降の日本の自動車産業での企業間関係の変化プロセス
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られる。
　第1の硬い連結は，「制度的紐帯を通しての強連結関係5）」でヒエラルキー的構造を形成する企業
間関係のことをいう。それに対し，第2の緩やかな連結は「複数の企業が緩やかに連結するシステ
ム6）」であり，そこではネットワーク構造が形成される。この二つの動きは，日本の自動車産業を代
表する企業系列の中核企業であるトヨタと日産が維持してきた取引慣行をより強固にさせる側面と，
その形を崩壊させる側面，という矛盾する方向性を示す点が注目に値する。
　1，固い連結（囲い込み型組織間戦略）と緩やかな連結（協調型組織間戦略）
　ここでは1980年代半ぽから現在まで企業間のネットワーキングとして，情報システムをめぐる展
開を中心に企業間関係の変化について検討する。その具体的な例として国領二郎（1995）の「囲い
込み経営」から「オープン・ネットワーク」への転換，また遠山曉（1998）の「囲い込み型戦略
（groove－in　network　strategy）」から「協調型戦略（collaborative　strategy）」への転換などがある。
　企業を取り巻く環境の変化がますます激しくなる状況のなかで，企業の情報システムも，単に環境
に対する受動的な適応機能の支援だけではなく，組織内の各下層レベルでの積極的・能動的環境適応
機能をも支援することができる。これは上で取り上げた自己保存・制御システムと自己組織化システ
ムという二つの側面が，日本の自動車産業を取り組む経営環境の変化に対応するため，情報システム
をツールとして機能させていると理解すればよい。遠山（1990）がいうところの組織間情報ネット
ワークによる情報システムの「外延的な拡大」は，外部の情報能力や情報資源を「内部化」し，組織
内の情報システム機能を補完・増幅して，組織と環境との間で「多様性バランス」を実現することを
可能にするという7）。
　組織間情報ネットワークシステムを主宰・形成した企業は，電子的取引を通して取引先を顧客や供
給者としてのみでなく，情報提供者として位置づけ，一方，電子的取引に参加する参加企業側として
は，安定した取引関係を維持するとともに，取引に関連するコストを大幅に削減することができる。
つまり，主宰企業のコントロール下にあるコンピュータ情報システムが企業間関係においてメイン・
フレームのように利用され，集中処理による規模の経済性が享受できる。
　しかし各参加企業には，参加以前に自ら蓄積してきた独自仕様が存在していても，主宰企業との取
引データの入出力におけるデータの各種コード，項目数，データ帳など，主宰企業の標準仕様への変
換の必要性が生じる。このような変換作業による負荷の増大が時間の経過とともにますます参加企業
を主宰企業に従属させ，いわゆる「囲い込み型ネットワーク8）」としての形態を維持させるようにな
る。このシステムは主宰企業と参加企業との双方の安定成長が続く段階（競争環境が安定している場
合）ではある程度維持できるが，競争環境が激しく変化する時期には，参加企業は囲い込みでの標準
化から生じた否定的な側面，すなわち絶えざる経営環境への適応から生じる学習成果を妨げられ，
「自律性」と情報処理能力の硬直化をもたらしてしまう9）。このような状態について国領（1995）は，
維持可能な競争優位メカニズムとして構築した80年代型の「戦略的情報システム」（Strategic　Infor一
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mation　System）を例として取り上げ，囲い込み型経営を維持する道具として力を発揮してきたとい
う10）。このように情報ネットワークの戦略を駆使する際，主宰企業と参加企業において矛盾する側
面として現れるのが，主宰企業の主導による一方的な「標準化」の進行と参加企業の「自律性」の抑
制であると彼はいう。ここで標準化とは取引方法，取引データの認識，処理，貯蔵，伝送方法等々，
取引を行う企業間の取引形式を一致させることである11）。これは上記した電子的取引へ参加する企
業の組織内システムの外延的拡大による機能的限界の克服を目的にしているが，コミュニケーション
を円滑化させるだけでなく，価値観の共有を促進する側面も含んでいる。
　しかし，このような標準化を徹底し過ぎると，各参加企業が構築してきた組織内情報システムを撤
廃させ，次第に主宰企業の機能を高める標準化論理に支配されることになる。例えぽ，主宰企業の組
織内情報システム固有のコードや処理方式を一、組織間情報ネットワークのメリットを受け入れやすい
ように，徐々にその標準に変更させることが多くなる。
　このように囲い込み戦略を駆使する際，結果として生ずる主宰企業主導の標準化の進展と参加企業
の自律性抑制という矛盾する側面を克服するため，囲い込み型経営からオープン・ネットワーク
（open　network）への転換または協調型戦略への転換が余儀なくされるが，次の二つの基本的な要件
が必要である，と遠山（1998）は主張する12）。
　第1は主宰企業の徹底した標準化による自律性抑制への対応であるが，より詳しくは二つの要件
が充足されなけれぽならない。これは「一時的に形成され，目的を達成するとともに容易に解散でき
るバーチャル組織の情報ネットワーク・システムとはいえ，囲い込み型戦略における組織間情報ネッ
トワークと同様に，全体としては，生存系として環境との間において多様性バランスを実現しなけれ
ぽならない13）」ことを意味する。この点に関して，David　M。　UptonとAndrew　McAfee（1996）は，
バーチャル組織（virtual　factory）の要件として，取引上のあらゆる段階において数多くの「関係
（relationship）」を支援することができ，取引への参入・退出の自由を可能にする情報システムを構
築しなけれぽならないと主張した。ここでいう関係とは取引先企業との結束水準の強さを表すが，具
体的には企業間の取引の進行状態を，デートする関係から結婚を約束する関係に徐々に進む人間の恋
愛関係に喩え，①「交流段階」（dating）から②「開発段階」（engaging），③「事業化段階」（mar－
riage）まで，段階別に区分した14）。男女の関係と同様に，取引参加パートナー同士も，互いを知る
段階から提携（事業成立）を結ぶ段階に徐々に進んで行くことが多い。①の交流段階は取引企業間に
おけるリクエスト，送信，商品とサービスに関する情報獲得を含めた活動をいう。②の開発段階で
は，相互に顧客とサプライヤーとしてやり取りすることに同意し，さらにCAD（Computer　Aided
Design）／CAM（Computer　Aided　Manufacturing）ファイリングや製造プロセスを文書化させること
など，より詳細なデータを検査または交換することを要求する。そして③の事業化段階では合弁企業
（joint　venture）のような継続的な関係が期待されるが，具体的に製品，在庫，そしてスヶジュール
に関するデータ交換などが行われる。つまり，上であげた企業間の取引関係の行われるあらゆる段階
においで情報システムに容易に接続または退出することができなけれぽならないことを意味する。言
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い換えれば，これは主宰企業主導による標準化の徹底から生じた参加企業との硬直的関係を解消する
ツールとして理解できる。
　そして，このような要件を充足しながら，「どのようなレベルの情報処理能力であろうと，どのよ
うなシステム仕様であろうと，各企業の組織内システムの仕様や機能に影響を与えずに円滑なコミュ
ニケーショソを成立させることができなけれぽならない」という要件も必要となる。
　第2の要件としては，協調型戦略のプロセスにおいて事業参加者同士の「信頼関係（trust）」の確
立を重視することである。これは取引参加企業間で第1の要件に必要な取引参加企業間の「標準イ
ソターフェース」の成立のみではなく，新しい事業成立時の取引企業間の「交流段階」において各々
の保有するコア・コソピタソス（core　competence）の相互補完関係を確認し，事業機会とテーマを
確認するため充足すべきものである。Goldman，　Nage1及びPreiss（1995）も信頼関係について，
「アジル・カンパニー」（agile　company）の展開においてその重要性を強調した15）。彼らは，バーチ
ャル・カンパニーを維持する要素の一つとして信頼関係を取り上げ，仮想的組織チームのメソバー間
に相互の信頼が存在しなけれぽ，競争優位に立つことも顧客とのビジネスも成功できないとしている。
　しかし上に挙げた協調型戦略への移行する各々のプロセスにおいては，一括した情報機能の支援の
程度が異ならざるを得ないことを遠山（1996）は主張する16）。すなわち，「情報技術による情報シス
テム」と，人的・組織的関係によって形成されている「人間による情報システム」との相互補完的関
係を各段階で支援しなければならない17）。交流段階では「人間による情報ネットワーク」による支
援の度合いが高いのに対して，事業化段階の方向に進めぽ進むほど「情報技術による情報システム」
の支援の度合いが高まることを意味する。これらの点から見ると，標準インターフェースを完備する
ことによって柔軟性を高めるのではなく，両情報システムの整合性をそなえ，複合的な情報システム
を構築するのが望ましいとされる。特に，遠山（1998）は，交流段階では対面的な相互作用を行う
「人間による情報システム」が中心的な役割を演じ，「情報技術による情報システム」は，信頼関係の
確立や熟練・技術の擦りあわせにおける対面的な相互作用を「俊敏性」（agility）の見地から補完す
るのに意義があるという18）。ここでいう俊敏性とは，rrダイナミック』で，　r情況に特有なもの』で，
r積極的に変化を取り込む』，『成長志向の』，能力」である19）。つまり，交流段階では，標準化度合
が低く，自由に取引を行う相手先企業の組み替えが柔軟な電子メールや電子フォーラム，インターネ
ット・ホームページ等々の情報システムは，一定の範囲においては有効に働くが，あらゆるものに代
替できるとは限らないと考えられる。
　また「人間による情報システム」と「情報技術による情報システム」の整合性の問題と関連して，
野中郁次郎（1996）による「組織的知識創造」においての「存在論的次元（オントロジー）」と「認
識論的次元（エピステモロジτ）」という二つの分類は，協調型戦略への移行プロセスを理解するの
に有効となる20）。彼によれぽ，存在論的次元は，個人からグループ，組織，組織間への広がりを示
している。また認識論的な次元には，形式的・論理的言語によって伝達できる知識として「形式知」
と，特定情況に関する個人的な知識であり，形式化したり他人に伝えたりするのが難しい知識として
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「暗黙知」が存在するとしている。特に，情報システムの構築によって結び付きをもつ取引企業間の
信頼関係という観点から見れば，形式知は「情報技術による情報システム」と非常に関わりがあるの
に対して，暗黙知は「人間による情報システム」を表すのに非常に役立つ。言い換えれぽ，交流段階
においての参加企業間の信頼性を維持するツールとしては「情報技術による情報システム」に大きく
頼るよりは，人間による情報ネットワーク・システムに比重を置き，事業化段階への移行には徐々に
情報技術による情報ネットワーク・システムを中心とする方向への転換が望ましいという結論になる。
　2．　日本の自動車産業に見られる情報化の進展の動向
　情報技術の急速な発展にともなって，企業における情報処理システムも長足の進歩を遂げている。
EDPS（Electronic　Data　Processing　Systems），　AIS（Accounting　Info㎜ation　Systems），　MIS
（Management　lnformation　Systems），DSS（Decision　Support　Systems），EIS（Executive　Information
Systems），ES（Expert　Systems），SIS（Strategic　Information　Systems）EDI（Electronic　Data　lnter－
change），CALS（Commerce　At　Light　Speed）等々，多数の名称がこれまで企業のコンピュータに基
づく情報システムを表現するために使用されてきた。それらは各々が関連性を有しない，まったく独
立したシステムというわけではなく，技術進歩を契機に旧システムの内容を一層充実させた新しいシ
ステムが継続的に実現されてきたものと考えられる21）。このような情報システムの歴史的な発展の
なかで，日本の自動車産業においても商品開発及び生産・販売などの企業活動全般に古くから情報シ
ステムの活用を行って，経営効率を高めてきた。
　日本の自動車産業における情報システムの発展は，情報技術と通信技術との連結とともにより優れ
た形態に変化してきたが，通信の場合には，法律上，次のような展開があった。
　1971年の法律改正による第1次電気通信開放で同じ企業コンピュータを公衆回線につなぐことが
できるようになった。また1982年及び1985年の第2次電気通信開放は，異なる企業間のコソピュー
タを公衆回線でむすぶことにより，企業の枠を超えたネットワーク構築の可能性をもつものであっ
た。しかし，当時の企業は特定の企業系列，業界ごとのネットワーク化を基本にしており，企業系列
を超えて取引を恒常化する必要はなかった。その後，インターネットである1993年のWWW
（World　Wide　Web）の登場は，これまで企業グループに閉じ込められていた情報システムを社会全
般に広げる可能性を高めた22）。「通信回線利用の自由化」を軸にする前後の区分，また「通信回線利
用の自由化」以降の時期を前述した囲い込み型進行期，協調型進行期とすれぽ，3段階の区分ができ
る。
　トヨタの場合，情報システムの発展は，次のように展開された。1964年9月に全国の販売店にテ
レックスが導入され，同年12月には全国ネットが完成された。197gat　2月からは販売店からのテレ
ックスの通信能力を増やし，それまでのシステムを改善して2旬前に受理していた「旬間オーダー」
を1旬前に短縮するとともに，「デイリー変更」の締切りも1日短縮して5日前とした。「国内新デ
ーター通信システム」はトヨタと販売店間の通信データ処理能力の拡大とコスト削減を目標に1979
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年4月開発に着手，1980年5月に完成したものである。従来，トヨタと販売店間のデータ通信は，
「テレックス自動送受信システム」（TEXAS）により行われていたが，通信量の拡大によって通信処
理コストが急増するとともに，処理能力が限界に近づいてきたため，システム部は高効率・低コスト
の通信とデータ処理を効果的に結合した新たな通信システムの導入を検討した。その結果として，も
っとも効果的な手段として，当面，電電公社のデータ通信サービス「DRESS」（電電公社リアル・タ
イム販売管理システム）とテレックスを併用することとした。
　1985年の「通信回線の開放」以降，1986年1月にはトヨタと販売オソライソ化する「トヨタネッ
トワークシステム」（TNS）を開発，大都市のモデル販売店との間で試行した。　TNSは受注一生産一
配車の仕組みがオン・ライソ・リアル・タイムで結ぽれ，オーダーを即時処理できるようになった。
1986年には輸送過程の完成車の状況がリアル・タイムでわかるようになり，販売店で受注済みの車
両を優先的に輸送することを可能にする「新車物流情報システム」を開発した23）。このTNSは，
「TNS－D（Dealers）」，「TNS－0（Overseas）」，「TNS－B（Bodymakers）」，「TNS－S（Suppliers）」という
4つの情報ネットワークから構成されていた。まず，TNS－Dは，1986年に構築され，東京本社，名
古屋ビル，名古屋本社と国内のディーラーとを結び，旬間オーダーやデイリー変更オーダーなどの受
発注情報，配車情報，納期回答や進歩情報を，双方向オン・ライン・リアル・タイムで処理するシス
テムである。通信量の多い東京・名古屋・大阪地区間は，日本高速通信の高速デジタル・ネットワー
ク化され，これらの3大ハブ局とその周辺地域のディーラーとの間は，NTTのVAN（パケット交
換網を利用するDDX－P，公衆回線を利用するDDX－TP）によってネットワーク化されている。そ
してTNS－Bは，トヨタとボディメーカー8社との問を高速デジタル専用回線によって結び，共通の
部品表データベースにもとつく生産計画や生産順序計画の処理，CADデータの交換に利用されてい
る。またTNS－Sは，部品メーカーとの管理情報の共有化，納入リードタイムの短縮を目的に，1980
年より，部品メーカーとの間をVANで接続され，「部品メーカーのEDI（Electronic　Data　lnter－
change）化」とも呼ばれたものである。さらに，1988年東京本社と北米の生産・販売・研究開発拠
点との間を専用回線（KDDの衛星通信と国際デジタル通信の海底光ケーブル）によって，連結する
TNS－0が構築され，米国販売拠点であるトヨタと東京本社との間，および米国トヨタとカナダ販売
本社・工場との間が接続された。これによって，輸出車両や補修部品の受発注情報，配車情報，ステ
ータス情報，輸送船舶別の到着日，搭載車両，海外工場の部品調達などの情報がリアルタイムで通信
されるようになった。
　日産も自動車産業のなかでは従来から情報化に先進的に取り組んでいたメーカーの一つである。
1982年1月に販売ディーラーと日産本社間の販売情報の伝達スピードと事務の合理化を目指した「日
産圏データネットワークシステム」が稼動を始めた。従来のテレックス回線は新しいネットワークに
転換した。さらに同年4月に販売情報システムrMAP（Market　Analysis　and　Planning　system）」を
開発し，これは販売情報システムをデータベース化して本社販売情報センターで一元管理できるよう
になった24）。1988年末には下請企業とのネットワークである「日産圏VAN」を構築した25）。1991年
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8月には既に構築されていた日産圏VANを基盤に他社より先駆けてrANSWER（All　Nissan　Say
Welcome　To　Every　Customer）」を構築し，日産，販売ディーラー，部品メーカー，物流会社，及び
納車整備センターなどの関連企業をオンライソでネットワーク化した。ANSWERは，二つのシステ
ムからなっていた。一つは，「デイリー受注・デイリー生産」システムであり，もう一つは顧客から
の一台毎の車の状況を把握する「パイプライソ」システムであった26）。
　しかし企業活動のさらなるグローバル化，脱系列化が進み，部品調達も世界レベルでの最適化を目
指す今日，従来の企業系列群内での情報流通のみにとどまらない世界が急速に進展しつつある。この
ようなグローバル化の動きに対応して日本自動車メーカーでは積極的なCALS27）活動を行っている。
この自動車産業のCALS実証試験プロジェクトを「V－CALS（Vehicle－Commerce　At　Light　Speed）」
と呼び，通産省との連携のもとにトヨタ，日産，ホンダ，マツダ，三菱の5社とrSTEP（Standard
for　the　Exchange　of　Product　Model　Data）」推進センターで1995年5月より計画を検討した28）。その
後，1年間の構想作りと業界内合意作りの結果，1996年5月には情報システム会社，部品メーカー
を加えて26社で正式にプロジェクトを発足させた29）。V－CALSの目的は，「自動車産業の競争力の強
化と市場のオープソ化・国際化を図るため，協調と共生を基本に，グローバルな視点で，ビジネス基
盤である情報の標準化の環境づくりを進めていくこと30）」である。具体的には「製品開発期間短
縮」，「製品原価低減」，「部品調達の効率化」の実現を現在以上にさらに進めていくためCALS技術
の充実とその活用を目指す。さらに1998年4月には，日本自動車工業会に実用化研究の受け皿組織
を設立した31）。将来は自動車工業会の外部組織として，業界の枠を超えてコンソーシアムにする方
針も予想される。自動車，電力，造船，鉄鋼，建設などの各業界は通産省の後押しで，業界ごとに
CALSの研究に取り組んでいる。
　そしてV－CALSは，図表1－3に示されているように，「デジタルプロセスによるBPR（Business
Process　Reengineering）32の実現」，「データ共有化と流通のための規格」，「デジタルプロセスを実現
するアプリケーション」といったの三つの柱で構成されている。第1のデジタルプロセスによる
BPRの実現は，自動車産業におけるBPRの一つを目指す形として「紙の図面や書類による承認，
あるいは設計検討のための試作を行わないで，CAD（Computer　Aided　Design）や文書データ等のデ
ジタルデータを用いて開発を実施する」ことであるが，そのコンセプトを「デジタルプロセス」と呼
ぶ。このデジタルプロセスに耐える情報システム共通の基盤となる仕様や必要な要件を明確にするこ
と，さらにその仕様を満たすシステムのプロトタイプを開発し，適用試験・評価を行う。また第1
の目的を達成するために，第2のデータ共有化と流通のための規格が必要であるが，具体的には
CADなど製品情報のためのSTEP，受発注情報のためのEDI，そして技術文書情報のためのSGML
（Standard　Generalized　Markup　Language）への規格化が進められている。そしてデジタルプロセス
を実現するため適用されるアプリケーションには，CADICAM（Computer　Aided　Manufacturing），
CAE（Computer　Aided　Engineering），調達システム，サービスシステム，ネットワーク，　PC（Per－
sonal　Computer），EWSなどが用いられる33）。
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図表3　V－CALSの全体図
臨 次世代への要件
　　　　　　　　　　　　　鰯
最新技術によるトライアル　　　PDM　DB
絶譲蒙髪鱗麹霧暴蟻嚢
　　まるB2Rの案現　，
〈目標〉
［亟］回匝］
　　　　　　　　　　　　　　1
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〈手段〉
〈アプリケーション〉
CAE 調達システム サービスシステム
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憲繊タ艶該購灘数を輿義窺矯努諾愛猷一赫渓諺
出所：加藤廣「自動車産業のCALSの取り組みとV・CALSプロジェクト」『JAMA　MAGAZINE』
　　Vol．31，2月号，7ページ。
　特に，V－CALSプロジェクトのなかでのEDI実証実現は，量産部品の受発注業務を実証実現する
ための「JAMA－EDI取引情報標準」と，参加企業の現行EDIを新通信に置き換え，実稼動のために
検証及び改善を主目的とするrTCP／IP（Transmission　Control　Protocol／lnternet　Protoco1）を用い
たEDI用新通信手続き」という二つのテーマで構成されている34）。第1のテーマであるJAMA－
EDI取引情報標準の実験を通して，実用化の課題の抽出，検証とその改善を行い，実稼動時の円滑
な移行，導入を可能にする水準まで完成度を高めることを目標とする。また，第2のテーマである
TCP／IPを用いたEDI用新通信手続きについては，現状のEDIのみならず，設計データ（CADデ
ータ，イメージデータ等）も含めた大量データを高速かつ安全，確実に電送できる機能仕様が規定さ
れている。
　図表1－3は最近の日本の自動車産業における情報化進展の事例を示したものである。特に，日産
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の場合，図表が示しているように，取引先企業との間に構築するエクストラネットの存在は大きな意
味をもつ。イントラネットがインターネット技術を使った社内システムであるのに対して，エクスト
　　　　　　　　　　図表1－3　日本の自動車産業における情報化の進展の最近の事例
対象系列（企業） 日　付 内　　　　容
各自動車メーカー 96．5．8
自動車メーカー各社は部品メーカーなどと共同で，ネットワーク上で系列を超えてデータをやり取りする「電子商取引」の推進母体を正式に発足。
トヨタ 97．5．20
部品の「世界最適調達」を進めるトヨタ自動車は，部品メーカーとの情報交換を円滑に行うための専用施設「サプライヤーズセンター」（仮称）を設置。
トヨタ 97．8．15
トヨタグループは特許情報を共有するため関連データベースを構築し，これで
e社の特許部品や技術開発部門にオンライン提供する体制を敷き，グループ全体での二重投資を防止。
日　産 97．11．9日産自動車と三菱商事はそれぞれインターネットを利用した情報システム「エNストラネット」取引先企業との間で構築。
日　産 97．12．26
98年から総額300億一400億を投資してCADシステムを全面更新する。デザインから設計，生産準備まで，一貫して手掛ける統合CADシステムで，日本国内最大級の規模となる。
自動車各社 97．12．27
f
出所：『日本経済新聞』（筆者が日付順に整理したもの）
ラネットはインターネットを組織内また系列の枠を超えたコミュニケーション手段として利用する。
エクストラネットの特徴は，次の5つに集約される35）。
①複数のユーザー企業の異なる情報技術レベルに合わせることができる。
②設置するコストが低廉である。
③頻繁に入れ替わるユーザー企業を管理できる。
④　ユーザーに応じてセキュリティ・レベルを調整できる。
⑤ユーザー企業ごとに異なる回線速度に対応できる。
　①に関しては，日産のエクストラネットに取引のため接続する企業の情報技術のレベルがさまざま
である場合も有効に対応できる。つまり，先端の情報システムをこなす組織もあれぽ，それとは対照
的に情報システムに関する専門知識をほとんど所持していない企業も存在するため，それぞれの企業
別の情報システムのレベルに合わせることができることを意味する。②の長所としては中小ユーザー
企業が低コストでそのシステムに接続できる点にある。EDIの初期段階の設備投資には通常100万円
以上かかるといわれているのに対し，エクストラネットへの接続配は市販ソフトとモデム（計約4
万円）を購入するだけで実現できる。③の利点は，プロジェクトごとに取引企業の入れ替えが頻繁に
行われる場合も十分に対応できるようになっていることである。最近，企業間の取引において有効で
あるといわれているEDIさえも半永久的ではあるものの，常時変動するユーザーグループに対応す
ることは難しい。④のメリットは既存のセキュリティ層の外側に新たなセキュリティ層を設けた点で
ある。そのシステムはエクストラネットにアクセスする各ユーザーの利用状況を監視し，その上，情
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報の漏れなどを防止できる極めて機密性の高い役割を果たす。また⑤については，①と関わりがある
が，ユーザー企業にとってさまざまな通信速度を持つネットワークを基盤にしている。すなわち，テ
キスト情報の利用が中心となるため電話回線とモデムさえあれぽ十分である中小企業のレベルであ
れ，また電子コラボレーショγや3次元モデルを使って設計の変更作業を相互に行う必要のある大
企業に対しても，全体的な高速性を犠牲にすることなく，ユーザーのニーズに応したスピードでアク
セスできる仕組みになっている。
第2章日本の自動車産業に見られる企業間関係の変化
　以上，日本の自動車産業における情報化の進展について具体的に検討し，日本の自動車産業におい
て情報化の進展が二つの方向に向けて行われたこと，すなわち「囲い込み型組織間ネットワーク」へ
の展開と，「協調型組織間ネットワーク」への展開が進められたことを明らかにした。この二つの方
向性は実際，前者から後者へ転換しつつあるものの，両者がいまだに共存している傾向も見られると
考えられる。本章では後者に注目し，より具体的に生産面におけるメーカーとサプライヤーとの部品
取引慣行上に起きた変化を通して，上記の協調型組織間ネットワークへの進展の動きを検討する。
　1．　日本の自動車産業における自動車メーカーとサプライヤーとの取引関係
　日本の自動車メーカーと部品メーカー（サプライヤー）との関係には，次の三つの特徴が存在する
と，藤本隆宏（1997）は主張している。すなわち，彼はその特徴を自動車メーカー側のサプライヤ
ー・ }ネジメントの概念でとらえ，境界（インターフェース）の設定を中心に把握している。具体的
には，製造における外製率（製造コストに占める部品・材料・外注費用の割合）の高さ，サプライヤ
ーの多層性，製品構造設計の外注率の高さ（承認図）などが特徴として取り上げられている36）。
　第1の外製率の高さについては，欧米の自動車メーカーと比べて高い傾向があったことを示し，
60年代～70年代前半のいわゆるモータリゼーション・高度成長期においてその比率が増加した，と
藤本はいう。1950年代後半から60年代前半において，日本の大手の自動車メーカーは製造上の複雑
性（complexity）に対応せざるを得ない状況に直面しており，小企業（small　firm）もそれなりの技
術的かつ財務的な問題を抱えていた。そこで日本の自動車メーカーは，日本での「外国人投資規制の
自由化計画（plan　for　impending　liberalization　of　foreign　investment　regulation）」に迫られることな
ど，経営環境上の変化に対応するため，大きなメーカーは彼らの下請企業に相当な投資を行った。中
核企業（major　firm）は重要な製品やプロセスに戦略的に集中する反面，機関部品，小パッチ品目の
組立，そしてサブ・システムの製造などは下請企業に委任する形をとった37）。このように日本の自
動車産業は経営環境上の問題を解決することなどの歴史的な経緯を踏まえてその形態を整えてきた。
　第2のサプライヤーの多層性については，主要取引先に基づく分類としてサプライヤー層が1次
から4次部品メーカーまで多く存在することを意味する。「1次部品メーカーは（日本電装という例
外的巨大企業を除けぽ）自動車メーカーより概して小さいが，それでも大部分は堂々たる大企業であ
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り，大企業対中小企業の区分が一般的に見られるのは，1次メーカーと2次メーカーの間である。ま
た，3次以下のメーカーは多くが10人以下の零細企業である。従業員50～100人の典型的な中小企業
が見られるのは二次メーカー層である。」そして最後に，製品設計の外注率の高さ（承認図）につい
ては，1980年代においての日本の一次メーカーが欧米の部品メーカーに比べて，自社設計能力を持
っている1次メーカーの比率が高いことを表すが，自動車メーカーの示す仕様目標や基本設計に基
づいて部品メーカーが詳細設計や部品試作・実現を行うこととして「ブラックボックス」，「デザイソ
・イン」などとも呼ばれている。
　また，図表2－1の日・米におけるサプライヤーとメーカーとの関係が示しているように，日本の
自動車産業の方が対等なサプライヤー（arm’s　length　supplier）より協力的なサプライヤー（part－
ner　supplier）の占める割合が高く，全体的には企業間ネットワークによって組織間学習，組織間情
報共有，高い信頼関係形成などを重視していることがわかる38）。
図表2－1日・米におけるサプライヤーとメーカーとの関係
? ? ? ?
対等なサブ 協力的なサ 対等なサブ 協力的なサ
ライヤー プライヤー ライヤー プライヤー
（企業数：48） （企業数：46） （企業数：48） （企業数：45）
一般的な特徴
・年売上 4．28億ドル 3．73億ドル 14億ドル 9．3億ドル
・組立メーカーへの販売率 33．5％ 33．9％ 18．9％ 60％
関係特殊資産
・工場と距離 589miles125miles125miles 41miles
・配置転換が不可能な資本設備の割合 15．4％ 13．2％ 13．2％ 30．6％
・対面契約の年日数／人 1169 3181 3181 7270
。ゲスト・エソジニアの数 45 2．3 2．3 7．2
情報共有／アシスタソス
・サブライヤーの共有する機密情報の 3．1 3．3 5．3 6．2
度合＊
・サプライヤーの共有する詳細なコス 4．5 4．3 4．3 5．9
ト・データの度合＊
・組立メーカーがサプライヤーにコス 2．1 1．9 2．6 4．2
ト削減のためにアシストする度合＊
・組立メーカーがサブライヤーの品質 2．9 3．1 3．0 、　　　4．4
向上にアシストする度合＊
信頼／契約
・サプライヤーが組立メーカーに対し 4．2 4．7 6．0 6．3
てフェアーな関係として信頼できる
度合＊
・組立メーカーが変わると，アンフェ 4．2 3．6 L6 1．6
アーな扱いが予想される度合＊
・平均契約持続期間 2．4年 4．7年 3．0年 3．0年
出所：Jeffrey　H．　Dyer，　Dong　Sung　Cho，“Wujin　Chu，　Strategic　Supplier　Segmentation：The　Next‘Best
　　　Practice’in　Supply　Management”，（）21tfornia　Management　Review，　vo1．40，　No．2　Winter　1998，　pp．60－62．
注1）本データは1992年の時点で作成されたものである。
注2）評価方法（Likert　scale）は1＝ほとんどないから　7＝非常に幅広い範囲までを採択している。
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2．　1990年代における企業間関係の変化
図表1－3が示したように，日本の自動車産業では，情報化の進展の大きな流れのなかで，部品の
「世界最適調達」を進めるトヨタ自動車の専用施設サプライヤーズセソターの設置，日産と取引先企
業との間でインターネットを利用した情報システムエクストラネットの構築，自動車各社における部
品メーカー・整備業者・情報システムメーカーなどと共同で，ネットワーク上で開発データなどを交
換するV－CALSの開発など，囲い込み型組織間情報ネットワークから協調型組織間情報ネットワー
クへの移行を促す情報化のさらなる進展が進められつつあることを検討した。
図表2－2生産サイドでの系列外企業との新しい取引の例
対象系列（企業） 日　付 内　　　　容
トヨタ⇔日産 95．12．21トヨタ自動車系のねじメーカーであるメイドー社は，同社の米国現地法lに日産自動車系の同業のサンノハシ社など三社が出資。
トヨタ⇔日産 96．6．18日産系フジモトフォーミング工業は，トヨタ自動車系の豊田合成に対し?鴛舶iの成型技術を提供。
日　産 97．2．12ヨーロッパの部品共同購入拡大（スベイソ，英国の取引先から納入）
トヨタ⇔米部品メーカー 97．4．12北米生産車向けのエンジソなど基幹部品を米社から初調達。
トヨタ 97．5．20
部品の「世界最適調達」を進めるトヨタ自動車は，部品メーカーとの情
??ｷを円滑に行うための専用施設「サプライヤーズセソター」（仮称）
?ﾝ置。
トヨタ 97。6．27トヨタ，部品購買部署の名称を「購入」から「調達」に改めて「攻め」ﾌ戦略に変更。
トヨタ⇔日産 97．7．26豊田自動織機製作所が電気自動車（EV）用充電装置を日産自動車に納?B
日　産 97．9．15日産はモデルごとに一括発注に最適な部品と部品メーカーをそのつど選ﾑ出し，従来の系列取引にとらわれない柔軟な発注方式に切り替え。
トヨタ⇔ルーカス 97．10．16トヨタ，米国生産車向け部品空調部品，米ルーカスから調達（現地購買ﾌ加速）
各自動車メーカー
ﾌ米国部品メーカー 97．10．15
日産自動車，98年3月から米国生産車に搭載するオートマチック・ト
宴Xミッショソ（AT）基幹部品であるオイル・ポンプを米自動車部品
＝[カーイーグルピッチャーから調達。トヨタ自動車，米部品メーカーのデーナからエソジン耐久性や燃料消費
?ｦを大きく左右するシリソダーライナーの購入を開始。
｢すy自動車，米国生産のオフロード車用アンチロック・ブレイクシス
eム（ABS）を米英複合企業のルーカス・パリティから購入。
トヨタ 98．1．18トヨタ自動車の部品協力会3団体である東海協豊会，関東協豊会，関ｼ協豊会が99年中に一つの団体にまとめる方針を発表。
トヨタ 98．2．15外資・系列外に開放。部品協力体を99年に統合。
日　産 98．3．22
系列優先の部品取引を廃止する。系列企業を主体に運営してきた部品メーカーの協力組として抜本的に改編，品質と価格だけで取引先を決める
w買政策に全面転換する。日産はこれまで取引がなかったデソソー，ア
Cシソ精機，などトヨタ自動車系の部品メーカーと，取引拡大し，外資
ﾅは米ジェネラル・モータス系の部品メーカーや独シーメンスなどとの
謌??g大。
トヨタ 98．3．25東南アジアの拠点で生産している自動車に使う鋼板の一部を，日本製以Oに切り替える方向で検討を開始。
出所：『日本経済新聞』（筆者が日付順に整理したもの）
一53一
　このような情報化のさらなる進展のなかで，日本の自動車産業における企業間関療の変化に関する
最近の具体的な例を日付順に示したものが図表2－2である。同図表が示しているように，最近まで
取引が行われなかったトヨタ系列と日産系列との取引および，両系列と外資系の企業が徐々に取引の
範囲を広げていることがわかる。
　このような動きのなかで，トヨタの「トヨタ世界最適調達（TOYOTA　GIobal　Optimum　Purchas－
ing）」制度は最近の日本の自動車産業における企業間関係の変化を検討するための最適の対象とな
る。これはトヨタ自動車が80年代まで，または90年代初頭まで形成してきた企業間関係の生成原理
とは非常に異なる形態として考えられる39）。つまり，80年代までの高度成長期には見られなかった，
日産系列や外資の企業などとの取引を行うことを通して企業間関係の再編をもたらしたことを意味す
る。
　トヨタ自動車は，「世界最適調達」を推進するため，世界中の購入部品のコスト競争力を比較分析
できる「国際価格比較システム（Global　Cost　Comparison　System）」，競争力ある新規サプライヤー
や新規技術を発掘するための「新規サプライヤー・新技術発掘プログラム（New　Supplier　and　New
Technology　Recruitment　Program）」，世界で最高クラスの現行サプライヤーの競争力向上を支援す
る「現行サプライヤーへの改善支援プログラム（Reinforcement　Program　for　Current　Suppliers）」
という三本柱の仕組みを構築した40）。このような世界からの最適部品調達の動きは最近，トヨ以外
に日本の主要自動車メーカーである日産，三菱，ホンダ，マツダにも見られる41）。この仕組みは，「複
社発注政策42）」によって継続的な品質向上やコスト削減を日本の系列企業のみに要求した既存の部
品調達システムの枠を維持した上で，進展した情報技術を利用して世界レベルでの広範な資源を活用
する形態になっている。図表2－3にはその具体的な仕組みを示している。
　取引交渉の初期段階である交流段階（日本の自動車産業の取引への新規サプライヤーの参加段階）
では，トヨタ現地事業体内における海外サプライヤーの新製品展示会の開設，他社車両に採用中の競
争力ある部品の発掘，競争力のあるサプライヤーを対象とした設計コンペの活用，各種商談会の積極
的利用など，「人間による情報システム」の支援が中心となるが，開発段階さらには事業化段階へと
徐々に進行するにつれて，上記の協調型組織間情報ネットワークを実現できる情報技術（V－－CALS，
エクストラネットなど）による情報システムの活用が有効となる。言い換えれぽ，交流段階では，標
準化度合が低く，自由に取引を行う相手先企業の組み替えが柔軟な電子メールや電子フォーラム，イ
ソターネット・ホームページ等々の情報システムは一定の範囲において有効に機能するが，あらゆる
ものと代替できるとは限らないと考えられる。
　また，「世界最適調達」制度を推進する際，日本自動車産業の伝統的な複社発注政策の枠を維持し
ながら国際的な展開を行うためには，新サプライヤーの取引への参入基準の明示化・公正化を行うこ
とが必要である。トヨタ自動車では「海外サプライヤーガイドブック」の新規発行を通してその要件
を充足しているが，その具体的な内容としては購買，調達の仕組み，評価基準，売り込み時のアクセ
ス方法等が明示されている43）。
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図表2－3　トヨタ自動車（日本）を含む世界各地のトヨタ事業共通の仕組み
新サプライヤー・新技術
開発プログラム
尋穣麟撫
塞鱗遜譲轡
国瞭価格比較システム 現行サプライヤーへの
改善支援プログラム
　　開発
プログラム
???????
饗灘灘欝
　　現行・
サプライヤー群
支援プログラム
　　トヨタ
期待値制度
出所：トヨタ自動車ホームページ（http：www〃toyota．Co．jp／Tomorrow／Tomorrow－j／newplan－j．htm1）
おわりに
　こうして日本の自動車産業では，経済のグP一パル化，規制強化・緩和，経済成長の停滞などの経
営環境の変化に直面し情報システムの新たな変革が問われるなかで，V－CALS，エクストラネットな
どの情報技術の発展が企業間関係に変化をもたらしている。すなわち，情報化の進展が取引からの参
入と退出ならびに，すべての異なる企業が構築してきた独自のあらゆる情報システムへのアクセスを
より容易にさせる緩やかな連結の方向へのシフトを可能にした。しかし，交流段階において企業間の
信頼関係形成の困難さを克服した上での，開発段階と事業化段階における情報技術の有効な活用が期
待される。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（注）
1）経営環境の変化のあらゆる要因から特に三つの要因を選択した理由は，筆者が経済のグローバル化の進展を
　外部からの圧力，経済成長の停滞を内部での動揺，そして二つの要素からの衝撃に対応するための法的規定
　の整備などを，日本自動車産業における企業間関係に変化を及ぼした大きな要因として認識しているからで
　ある。
2）このように競争の単位を単一企業または企業グループ中心ではなく，企業間ネットワークのレベルで考慮す
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　　べきであるという考え方については，Benjamin　Gomes・Casseres（1996）と浅沼万里（1997）の主張と同様
　　である。
　　参照：Benjamin　Gomes－Casseres，“The・Alllance　Revolution”，　Harvard　University　Press，　1996，　pp．204－216．／
　　浅沼万里『日本の企業組織　革新的適応メカニズム』東洋経済新聞社，1997年，143－144ページ．
3）谷本寛治「企業システムの理論」現代企業研究会編『日本の企業間関係』中央経済社，1994年，45ページ。
4）谷本寛治，前掲書，44ページ。
5）谷本寛治，前掲書，50ページ。
6）谷本寛治，前掲書，51－53ページ。
7）遠山　曉「組織間情報ネットワーク・システムの形成一経営情報システム機能の外延的拡大」『商学論纂』第
　　32巻第1・2号，1990年，259－299ベージ。
8）遠山　曉「組織間清報ネットワークによる情報化戦略」『商学論纂』第39巻第3・4号，1998年3月，259－
　　299ページを参照。また同じ概念として国領二郎の「クローズド・システム」または「囲い込み型経営」と
　　して示している。（出所：国領二郎『オープソネットワーク』日本経済新聞社，77－119ページ。）
9）遠山　曉（1998），前掲書，259－299ページ。
10）国領二郎『オーブン・ネットワーク経営』日本経済新聞社，1995年，12－13ページ。
11）標準化に関する最近の研究資料については，渡辺明「デファクト・スタンダードと製品の増幅化」『札幌学院
　　商経論集』第14巻第3号（通巻80号）1998年3月，1－29ページを参照。
12）遠山　曉（1998），前掲書，284－288ページ。
13）遠山　曉（1998），前掲書，284－287ページ。
14）David　M．　Upton　and　Andrew　McAfee，“The　Virtual　Factory”，　Harvard　Business　Review，　July－Augtist，　p．
　　126．／ダイヤモンド編集部『ネットワーク組織の行動革新』ダイヤモンド社，1997年，151－181ページ。
15）Goldman，　S．　L，　R．　N．　Nagel　and　K．　Preiss，“A8r’le　Competition　and　Virtual　Organiza　tions　Strategz’es　fbr　Enn’ch－
　　ing　the　Customer”，　International　Thomson　Publishsing，1995．／野中郁次郎訳，『アジルコンピティション』，
　　日本経済新聞社，1996年，265－267ページ。
　　アジル・マニュファクチュアリング（agile　manufacturing）とは，継続的で予測しにくい変化がある競争的
　　環境において，会社が繁栄する能力である。あらゆる産業において，企業はフレキシビリティーとスピード
　　に対して増えつつある国際的な要求に順応している。ここでいう環境とは具体的にサイクル・タイムの進展，
　　価格，品質，フレキシビリティー，迅速な納入，そして商品に対するアフター・サービス支援（after－sales
　　support）などをベースに競争することをいう。
　　参照：John　D．　Kasarda　and　Dennis　A．　Rondinelli，“lnnovative　Infrastructure　for　Agile　Manufacture”，　Sloan
　　Management　Revietv，　Winter　1998，　pp．73－74．
16）遠山　曉「情報技術を中心とする情報システム研究・実践の限界」『商学論纂』第37巻　第5・6号，1996年
　　5月，168－179ページ。
17）「人間による情報システム」と「情報技術による情報システム」との整合性に関しては，島田達巳『日本企業
　　の情報システム』日科技連，59－73ページを参照。
18）遠山　曉（1998），前掲書，287ページ。
19）Goldman．　S．　L　and　R．　N．　Nagel　and　K．　Preiss，　ibd，／野中郁次郎訳，前掲書，75ページ。
20）Ikujiro　Nonaka　and　Hirotaka　Takeuchi，“The　Knotvledge－Creating　ComPany’　Howノ切）anese　ComPαnies　Crcate
　　the　1］tynamics　of　lnnovation”，　OXford　University　Press，1995．／梅本勝博訳，東洋経済新報社，1996年，83－91
　　ページ。
21）福多裕志は情報システムの歴史的な展開を大きく6段階に分類している。すなわち，コソピュータに基づか
　　ない情報システムの時代（1950以前），EDPS時代（1950－1959），MIS時代（1960－1969），DSS時代
　　（1970－1979），EIS・ESS・ES時代（1980－1989），SIS時代（1990一現在まで）に分類しているが，筆者は最
　　近インターネット技術の活用などを含んでその性格が異なるEDI，　CALSの利用が目立つ今日の状況を認i識
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　　すると，SISの時代は1980年代後半から1990年代初頭までに，そしてEDI，　CALSの時代はその以降から現
　　在までに分類した方が妥当であると考える。
　　出所：福多裕志「情報システムの展開」『経営志林』第28巻第4号，165－178ページ。
22）渡辺　明，前掲論文，1－3ページ。
23）岡本博公『現代企業の生・販統合』新評論，1995年，65－70ページ。
24）福井幸男「経営戦略と情報システムの有効性」『商学論究』第41巻　第1号，1996年6月，13－34ページ。
25）トヨタのTNSには90年までに下請165社が参加し，日産では93年で250社と接続していた。三菱自動車は部
　　品調達VANであるMV－NETを1989年5月に導入を開始し，93年には421社と接続した。さらに，マツダ
　　は情報ネットワークであるJUMPを1990年に導入した。
　　参照：岡室博之「情報ネットワークと下請取引関係一日独自動車産業の比較一」『一橋論叢』第110巻6号，
　　1993年，914ページ。
26）福井幸男，前掲書，13－34ページ。
27）CALSの概念は次の4段階にかけて変化した。
　　1985年の「コンピュータによる米軍の後方補給支援システム（Commerce－Aided　Logistics　Support　system）」，
　　1987年の「コソピュータによる米軍の調達及び後方補給支援システム（Computer・Aided　Acquisition　and
　　Logistics　Support）」，1993年の「継続的な調達と製品ライフサイクルの支援（Continuous　Acquisition　and
　　Life－cycle　Support）」，1994年の「電子取引・決済におけるスピード化と効率化（Commerce　At　Light　Speed）」，
　　といった順に変化または発展を続けてきた。
　　参照：八木勤『図解CALS』中継出版，1995年，23ページ。
28）加藤　廣「自動車産業のCALSの取り組みとV・CALSプロジェクト」『JAMA　Report』vo1．31．2月号，2－8
　　ベージ。
29）V－CALSへの参加企業には，上記した自動車メーカー5社以外にコンピュータベンダーに日本アイビーエム，
　　日本電気，日本ユニシス，日立製作所，富士通があり，自動車メーカーと自動車部品メーカにはアイシン精
　　機，ブレーキ，池田物産，市光工業，大井製作所，川西重工業，カソセイ，鬼怒川ゴム工業，スズキ，ゼク
　　セル，高田工業，デンソー，日本ケーブルシステム，日本ブラスト，矢崎総業，山川工業，大和工業，ヤマ
　　ハ発動機，ユニシアジェックス，リョービがある。
30）荒井　昭「日本の自動車産業のCALSへの取り組み」『日産技報』第39号（1996年6月），21－27ページ。／
　　CALS推進協議会ホームページ（URL　http〃www．cif．or．jp）．
31）『日本経済新聞』1997年12月27日朝間を参照。
32）BPRとは，「コスト，サービス，時間面で相当大きな成果を達成するためのビジネス（企業・事業）プロセ
　　ス（処理過程）のラジカル（抜本的）な再検討」である。
　　参照：Ernest　C．Huge　and　Alan　D．　Anderson，“The　Spin’t　of　Manufacturing　excellence”，　Richard　D．　Anderson
　　Inc．，1988．／小林薫訳『かくして日米製造業は再逆転した』日刊工業新聞社，1995年，34－35ページ。
33）加藤廣，前掲書，2－8ページ。
34）TCPIIPは，　ARPA（Advanced　Research　Project　Agency）ネットのプロトコルをアメリカ国防省（DOD）
　　が改良して標準化したプロトコルである。
　　参照：久保田卓夫「自動車産業のEDI標準化への取り組みについて『JAMAGAZINE』vol．31（2月
　　号），14－19ページ。
35）エクストラネットの成功例としては，アメリカのエアロテック社によって，構築されたマクダネル・ダグラ
　　ス・エァロスベイス（MDA）社の「CITIS（Contractor　lntegrated　Technical　lnformation　SerVice）」である。
　　軍用機製造部門である国防総省，それに数多くのサプライヤーを結ぶこのネットワークは1997年1月で，合
　　計3500以上のユーザーに利用されている。
　　参照：小林知代「これが『エクストラネット』だ」r日経コンピュータ』日経BP社，1997年1月6日，
　　172－175ページ。
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36）藤本隆宏「サプライヤー・システムの構造・機能・発生」『サブライヤー・システム』有斐閣，1998年，41－
　　　46ページ。
37）Toshihiro　Nishiguchi　and　Jonathan　Brookfield，‘‘The　evolution　of　Japanese　subcontracting”，　Sl∂an　Manage－
　　　ment　ReVt’ew，　Fall　1997，　p．92．
38）Jeffirey　H．　Dyer　and　Dong　Sung　Cho　and　Wujin　Chu，　“Strategic　Supplier　Segrnentation：The　Next‘Best　Prac－
　　　tice’in　Supplier　Management”，　Cali　ornia　Management　1～θ漉”，　Vo1．　NO．2Winter　1998，　pp，60－62．
39）トヨタ自動車ホームページ（http：www／〃toyota℃ojp／Tomorrow／Tomorrow－j／newplan－j．html）
40）關　智一「日本自動車多国籍企業の国際経営戦略とその優位性」『経済学論叢』第52号（1997年12月），71－
　　　72ページ。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　．
41）關　智一，前掲書，72ページ。
〈主要自動車企業各社の世界最適調達制度に関わる動き〉
ト　ヨ　　タ 日　　　産 三　　　菱 ホ　ン　ダ マ　ツ　ダ
94年4月，購買企画部内世界中の部品・資材情報を 部品在庫の大幅圧縮を行う 部品の形状・品質・強度と 世界最適制度の原則を反映
に部品メーカー支援組織 探索できるコソピュータシ ためのコソビュータシステ いったスベックのほとんど させ，海外調達比率を? 「改善推進室」を設置した。 ステムを構築。95年度中 ムを整備し，出荷状況を細 を公表し，競争入札で部品 30％に設定した。専用組?
製造コストの削滅や物流効 にも完成する。グローバル かく把握する。 メーカーを決定する方式を 織として95年6月にも海外??
率化対策など総合的な原価 ブラソの具体的な取り組み 95年には92年比で60％の採用する。 調達推進委員会を設置す
の 低減対策を講じる。 として，部品メーカーの評 在庫率とする。95年6月世界四極体制を睨み，国際 る。購買・開発・生産管理
た タイ生産の小型トラックで 価基準を名文化し，評価・ に海外調達本部を新設し 稠達会議を開いて，部品の ・経営企画部門の貴任者が?
日産・いすyと鋳・鍛造品 選別リストを作成した。 た。 調達を検討している。国内 参加し，海外調達を阻害し? を相互供給する。 タイの相互供給プロジェク 世界8ヶ所の生産拠点で 工場などで実行に移したコ ている要因を一つずつ取り
ツ トヨタはシリンダープロッ トではシリンダーヘッドを 購買ネットワークを構築。 ストダウン施策を，即座に 除く。シート生産で入札方?
ク担当。 担当。 部品場号を統一し，3年ほ 海外生産拠点に移転するシ 式を導入した。
1 トヨタ系の部品会社と取引 どかけてシステム化する。 ステムをスタートさせた。?
も開始する。 また，担当者が年一回国際
購買会議を開催し，国際的
な相互補完を協議する。
協力部品メーカーに対し， シャーシー，シートフレー 96年3月「新世代構造新車種間の部品共用化を柱と 系列部品メーカーに対して
付加価値の高い部品技術の ムなど大幅な部品共通化を 品開発」を発表した。部品 してきた開発・生産コスト 「マツダ依存率を50～60％
開発を要請。低コスト化の 捉進し，98年以降の新型メーカー間で調整・協力を 削減策を見直し，部品設計 程度まで落とすことが適当
96 一方で技術発展の継続も欠 車では30％の原価低減 前提として行い，部品を全 の抜本的見直しや，海外部 としており，部品輸入を積
かせないと判断，また部品 （94年比）を行う計画。96額で2／3，重量で3／4，コ品への切り替えに重点を移 極的に拡大していくことに年 メーカーの体質強化にもつ 年に入って，世界で最も安 ストバフオーマンスで2 す。共通化率50％の目標なる見込み。
に ながるとした。 い価格水準の実現を強調， 倍とするようなユニット化 値を廃止，97年の新型車 レッツゴー作戦ではマツダ? 95年年末までに今畿の部 グローバル最適調達方針を を目指す。 は40％弱を平均とし，そ のデザイソ・購買・設計部
け 品開発の方向性や求める技 揚げた。 の後も下げる方針。 品の部長クラスが5～20人術を詰め，協力部品メーカ 既存部品の共通化ではコス ほどでチームを編成し，部
て 一に示す考え。 ト削減に限界がある上，車 品メーカーを訪問し，相手
の 96年以降の中期課題とし 種の独立性を発揮しにくい 先のトップと共に材料・部
動 ．て，部品各社に「世界 ため。 品から生産・物流まで無駄? No．1の部品づくり」を目 96年以降の中期課題としの排除を徹底する。
標提示。 て，世界TOPレベルの
また，96年目標としては QCCD実現を揚げた。
画期的原価低減の具体化を
挙げている。
出所：FOURIN編「1996年　日本の自動車部品産業」FOURIN，1996年，22ページe
一58一
42）複社発注政策については，多くの研究者が関心を寄せてきた分野であるが，その具体的な例として，精緻な
　　実証研究でその機能と存在を明らかにした浅沼万里，複社発注政策の理論的な視点を与えた伊丹敬之，そし
　　て戦略性の存在を始めて認識した松井迩等々がその代表的な研究者として挙げられる。彼らの書物に関して
　　は次のものを参照。
　　浅沼万里／伊丹敬之編『競争と革新一日本自動車産業の企業成長』東洋経済新報社，1988年／松井　迩「自動
　　車工業における外注管理政策・『併注政策』の進展『階層的企業構造』（1）」，r立命館経営学』第24巻　第2
　　号，1985年．
43）トヨタ自動車ホームページ（http：www〃toyota．co．jp／Tomorrow／Tomorrow－j／newplan・j．htm1）
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